
平成１８年度

河川局関係予算内示要旨

総 括 総 務 課 瀬口企画官 ( 35-102) 直通 ５２５３－８４３５内線
河川計画課 藤 井 補 佐 ( 35-332) 直通 ５２５３－８４４４内線

問 国土基盤河川 治 水 課 小平専門官 ( 35-514) 直通 ５２５３－８４５２内線
い ・地域河川 治 水 課 桑島専門官 ( 35-515) 直通 ５２５３－８４５３内線
合 河川環境課 松 本 補 佐 ( 35-462) 直通 ５２５３－８４４７内線
わ 河川環境課 岡 村 補 佐 ( 35-492) 直通 ５２５３－８４４９内線
せ 砂防・急傾斜 砂防計画課 草 野 補 佐 ( 36-132) 直通 ５２５３－８４６７内線
先 保 全 課 植野専門官 ( 36-222) 直通 ５２５３－８４６９内線
海 岸 海 岸 室 中 平 補 佐 ( 36-332) 直通 ５２５３－８４７１内線
災 害 防 災 課 杉原専門官 ( 35-713) 直通 ５２５３－８４５７内線

平成１７年１２月２０日
国 土 交 通 省 河 川 局



                                                

 Ⅰ．河川局所管予算内示総括表（ 国  費 ）
（単位：百万円）  

対前年度

事        項 前年度予算額 内　　示　　額 倍    率 備                考

（Ａ） （Ｂ） (Ｂ／Ａ)

国 土 基 盤 河 川 505,570      496,797     0.98 １．国費には、道路関係社会資本分として内示額

地 域 河 川 217,581      201,288     0.93     25,400百万円（前年度26,600百万円）を, 住

砂 防 148,825      145,559     0.98 　　宅宅地基盤特定治水施設等整備事業として内

急傾斜地崩壊対策 22,621       21,565      0.95 　　示額9,458百万円（前年度7,367 百万円）を、

総 合 流 域 防 災 72,928       66,303      0.91 　　下水道関連特定治水施設整備事業として内示

海 岸 25,818       25,013      0.97 　　額14,550百万円（前年度16,393百万円）を含

独 立 行 政 法 人 1,448        1,446       1.00 　　む。
土木研究所

計 994,791      957,971     0.96 

 災害復旧関係 49,847       50,602      1.02 

   災 害 復 旧 38,692       34,871      0.90 

   災 害 関 連 11,155       15,731      1.41 

合      計 1,044,638    1,008,573   0.97 



Ⅱ. 新 規 制 度 等

事 項 内 示

［ 治 水 ］

１．土地利用一体型水防災事業の創設 認 め る

土地利用状況等を考慮し、連続堤で整備した場合よりも効率的か
つ効果的である場合には、床上浸水被害等を解消するために行う輪
中堤の築造や宅地の嵩上げ、浸水防止施設、貯留施設等の整備等を
実施する。

２．総合内水対策緊急事業の創設 認 め る

外水対策に対して劣後であった内水対策について、ハード対策と
ソフト対策を河川管理者と地方公共団体等が連携して緊急的・先行
的に実施する。

３．総合流域防災事業の拡充（洪水調節施設機能高度化事業の創 認 め る
設）

総合流域防災事業を拡充し、洪水調節機能の向上を図るために行
う既設の遊水地、調節池等の改良を実施する。

４．地震・高潮等対策河川事業の拡充（河口部における津波対策等 認 め る
の拡充）

津波・高潮対策事業に津波・高潮による浸水想定区域に係る調査
を追加するとともに、津波による被害が想定される指定区間内の一
級河川又は二級河川のうち、耐震対策を必要とする河川についての
耐震対策事業等を追加する。

５．直轄堰堤維持事業の拡充

（利水容量の治水容量への緊急活用） 認 め な い
緊急に治水安全度を向上させるため、現在のところ需要の発生し
ていない利水容量を活用して治水容量を確保。当該利水者と協定を
締結し利水者の負担する維持管理費を河川管理者が負担する。

（事前放流に伴う損失補填） 認 め る
事前放流した利水容量が対象とした洪水で回復せず、利水者に実
損が生じた場合、一定の基準に基づき公共費で利水者の実損額を補
償する。



事 項 内 示

［ 治 水 ］

６．砂防関係事業の採択基準改正（警戒避難体制との連携強化） 認 め る

砂防えん堤等のハード施設の新規採択にあたっては、原則として
当該ハード施設整備によって被害が軽減される地域内において、土
砂災害危険箇所の公表等のソフト対策が実施済であることを義務付
け。あわせて、保全対象に避難場所を含む土砂災害危険箇所につい
て、保全対象が避難場所のみであっても採択できるよう事業制度を
改正する。

７．木曾川水系連絡導水路事業の実施計画調査着手 認 め る

異常渇水時において愛知県等における渇水被害を軽減するため、
徳山ダムの渇水対策容量に貯留した水を木曾川・長良川に導水する
とともに、愛知県及び名古屋市において水道用水等を確保するた
め、徳山ダムで開発した水道用水等を木曾川に導水する。

８．鹿野川ダム改造事業の建設事業着手 認 め る

肱川流域の洪水被害の軽減、豊かで自然な流れを回復するため、
既設鹿野川ダム（肱川水系肱川）の改造を行うとともに、発電容量
を振り替え、洪水調節容量の増強、環境（不特定）容量の新設を行
う。

９．芋川地区直轄地すべり対策事業の新規着手 認 め る

新潟県中越地震により斜面崩壊が多数発生した新潟県芋川流域に
おいて、集中的かつ迅速に対策を講じ地域の早期復興に資するた
め、直轄地すべり対策事業に新規着手し、対策工（抑制工、抑止
工）を施工する。平成１８年度は、調査設計を進めるとともに、集
水井、排水ボーリング等の工事を行う。



事 項 内 示

［ 海 岸 ］

１．津波・高潮危機管理対策緊急事業の創設 認 め る

津波・高潮発生時における人命の優先的な防護の推進を目的とし
て、従来の津波危機管理対策緊急事業を高潮対策にも拡充し、一連
の防護区域を有する海岸において、地方が作成する津波・高潮危機
管理対策緊急事業計画に基づき、津波・高潮対策を推進する制度を
創設する。

２．海岸緊急防災対策事業の創設 認 め な い

地形上の制約から越波による壊滅的被害のおそれのある地区にお
いて、堤防嵩上げに替わって堤防背後の地盤を嵩上げする制度を創
設する。

［災害復旧関係］

１．河川等災害関連事業の拡充 認 め な い

津波や高潮等による住宅等の被害を防止するための保安林を保全
する護岸等（林野庁所管）の被災に対する復旧において、保安林前
面の前浜を維持するための沖合施設の整備がなされず、前面及び周
辺の海岸が侵食され、再び災害を引き起こす恐れがあることから、
林野災を親災として沖合施設を含めた面的整備を国土交通省が行え
るように、災害改良復旧事業を拡充する。



Ⅲ．内示新規箇所数等内訳

①新規箇所数等内訳

区 分 要求 内示 備 考

【 河 川 】

（ 直 轄 ）

１．特 定 構 造 物 改 築
（ 内 地 ） １ １

２. 土地利用一体型水防災
（ 内 地 ） ２ ２

３．直轄床上浸水対策
（ 内 地 ） ４ ４

４．直轄消流雪用水導入
（ 内 地 ） ２ １

（ 補 助 ）

１．広 域 河 川 改 修
基 幹 河 川 改 修 ３ ３
基 幹 河 川 改 修
（ 内 地 ） １ １

総合内水対策対策緊急
（ 内 地 ） ２ ２

２. 都 市 河 川 改 修 ３ ３
広 域 河 川 改 修 ２ ２
基 幹 河 川 改 修
鉄道橋・道路橋緊急対策
（ 内 地 ） １ １

総合内水対策緊急
（ 内 地 ） １ １

地震・高潮等対策河川
地 震・高 潮 対 策
（ 内 地 ） １ １

３．床 上 浸 水 対 策
（ 内 地 ） ７ ７



区 分 要求 内示 備 考

【 ダ ム 】
（ 直 轄 ）

１．直轄河川総合開発事業 ２ ２
建 設 事 業
（ 内 地 ） １ １ 肱川・鹿野川ダム改造

事業
実 施 計 画 調 査
（ 内 地 ） １ １ 木曾川・木曾川水系連

絡導水路事業
２．直 轄 堰 堤 維 持
直 轄 堰 堤 維 持
（ 内 地 ） １ １

（ 補 助 ）

堰 堤 改 良
堰 堤 改 良 ２０ １０
堰 堤 改 良
（ 内 地 ） １８ １０
ダム施設改良事業
（ 内 地 ） ２ ０

【 砂 防 】
（ 直 轄 ）

１．直 轄 地 す べ り 対 策
（ 内 地 ） １ １ 芋川地区（新潟県）

２．砂 防 事 業 調 査
地 す べ り 対 策
（ 内 地 ） １ １ 芋川地区（新潟県）

（ 補 助 ）

１．特 定 緊 急 砂 防
（ 内 地 ） １９ １９

２．砂防激甚災害対策特別緊急
砂防激甚災害対策特別緊急
（ 内 地 ） ５ ５

３．特定緊急地すべり対策 ４ ４
（ 内 地 ） ３ ３
（ 離島 ・ 一般 ） １ １

４．地すべり激甚災害対策特別緊急
（ 内 地 ） １ １



区 分 要求 内示 備 考

【 都市水環境 】

（ 直 轄 ）

直轄総合水系環境整備
（ 内 地 ） ４ ４

【 海 岸 】

（ 直 轄 ）

１．直轄海岸保全施設整備
（ 内 地 ） １ ０

（ 補 助 ）

１．高 潮 対 策 １４ ４
（ 内 地 ） １１ ３
（ 北 海 道 ） １ ０
（ 離島 ・ 一般 ） ２ １

２．侵 食 対 策
（ 内 地 ） ５ ２

３．海岸緊急防災対策
（ 内 地 ） １ ０

４．海 域 浄 化 対 策
（ 内 地 ） １ ０



土地利用一体型水防災事業の創設

１．目的
中山間地域の狭隘部等の連続堤方式による河川改修が困難である地域に限っ
て実施している「水防災対策特定河川事業」について、土地利用状況等を考慮
し、連続堤で整備した場合よりも効率的かつ効果的である場合には、地域を限
定せず、輪中堤等の整備を実施することを目的とする。

２．内容
住家等の近年の浸水被害が著しい河川において、床上浸水被害等を解消する
ために行う輪中堤の築造や宅地の嵩上げ、河川沿いの小堤の設置、浸水防止施
設、貯留施設の整備等を実施。

３．科目等
治水特別会計
（項）河川事業費
（項）北海道河川事業費
（目）直轄河川改修費
（事項）土地利用一体型水防災事業 ２／３等

（項）河川事業費
（目）河川改修費補助
（目細）土地利用一体型水防災事業費補助
（事項）土地利用一体型水防災事業 １／２

鉄道

道路

輪中堤

駅

輪中堤の整備
防御対象を限定し、連続堤方式と輪中堤方式
を組み合わせ、早期に事業効果を発現

築 堤

鉄道

道路

浸水防止施設

駅

浸水防止施設の整備
氾濫流の拡大を制御し、家屋等の浸水被害
を防止するため、小規模の浸水防止施設を
整備

浸水防止施設

輪中堤

HWL

平水位

※連続堤
方式の場合

浸水防止
施設

■浸水防止施設のイメージ
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総合内水対策緊急事業の創設

１．目的
外水対策に対して劣後であった内水対策について、ハード対策とソフト対策
を河川管理者と地方公共団体等が一体となって緊急的・先行的に実施すること
により、人命被害や生活再建が困難となる被害が生じるおそれの高い深刻な内
水被害を効果的かつ効率的に軽減することを目的とする。

２．内容
指定区間内の一級河川等において施行される改良工事のうち、内水による浸
水被害を予防する事業であって、河川管理者が、都道府県又は市町村と協力し
て、ハード対策及びソフト対策を一体とした総合内水対策計画を策定し、概ね
５年間で整備を実施。

３．科目等
治水特別会計
（項）河川事業費
（項）北海道河川事業費
（目）河川改修費補助
（目細）広域河川改修費補助
総合内水対策緊急事業 １／２等

（目）都市河川改修費補助
（目細）都市河川改修費補助
広域河川改修事業
総合内水対策緊急事業 １／２等

本
川

遊水地

支川

遊水地：内水を一時
貯留することによりポ
ンプ容量を節減

河道改修（河道掘削、築堤）
：流下能力の向上により内水を
排水機場に円滑に導水

二線堤（輪中堤）：
住宅等被害の軽減

・内水被害に対する住民意識の向上
・ハザードマップ作成・普及
・浸水被害実績等の公表
・避難計画の策定
：住民の避難確保による被害軽減

：ハード整備

：ソフト対策

：ハード整備

：ソフト対策

河道改修（河道掘削、築堤）
：流下能力の向上により洪水時
の本川水位を低下し内水の受
入れを円滑化

配布

開発に伴う調節池
設置の指導：開発
に伴う流出抑制

××排水機場××排水機場

ポンプ運転調整ルールの設定
：本川の破堤氾濫を生じさせない
ための排水規制

湛水を許容する区域

湛水を許容する区域

湛水を許容しない区域

配布

排水機場：内水を本
川に強制的に排水

市街化調整区域の保持
：内水地域への流出抑制

・盛土抑制：湛水の周辺への拡大
を防止
・災害危険区域の指定：湛水区域
の建築規制等による被害軽減



総合流域防災事業の拡充
（洪水調節施設機能高度化事業の創設）

１．目的
早期に治水安全度を向上させるため、既設の遊水地、調節池等の洪水調節施
設等を最大限に有効活用できるようにする施設改良を実施することを目的とす
る。

２．内容
総合流域防災事業を拡充し、洪水調節機能の向上を図るために行う既設の遊
水地、調節池等の改良を実施。

３．科目等
治水特別会計
（項）総合流域防災事業費
（項）北海道総合流域防災事業費
（項）離島治水事業費
（項）沖縄治水事業費
（目）総合流域防災事業費補助 １／２等

洪水の流入護岸補強
護岸補強

護床工補強

洪水の流入護岸補強
護岸補強

護床工補強

排水樋門からも逆流させ、
洪水調節に使用するための
施設改良

洪水調節施設の機能高度化のイメージ

調整池

現在の放流口

改良後の放流口

放流口

越流量を最適化するため
の越流堤の改良

越流堤の切り下げ越流堤の切り下げ

中小洪水でも効果的に洪水調
節出来るよう放流口を改良

遊水地の例 調整池の例



地震・高潮等対策河川事業の拡充
（河口部における津波対策等の拡充）

１．目的
近年、東海地震、東南海・南海地震、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に
ついて相次いで想定津波高が公表されるなど、大規模地震による津波被害の危
険性が指摘されていることを受け、河川を遡上する津波による水位の上昇に伴
う浸水被害に対する対策を推進することを目的とする。

２．内容
津波・高潮対策事業に津波・高潮による浸水想定区域に係る調査を追加する
とともに、津波による被害が想定される指定区間内の一級河川又は二級河川の
うち、耐震対策を必要とする河川についての耐震対策事業等を追加。

３．科目等
治水特別会計
（項）河川事業費
（項）北海道河川事業費
（目）都市河川改修費補助
（目細）都市河川改修費補助
地震・高潮等対策河川事業
地震・高潮対策事業 ４／１０等



直轄堰堤維持事業の拡充（事前放流に伴う損失補填）

１．目的

洪水による災害が発生するおそれが大きいと認められる場合において、災害

の発生を防止し、又は災害を軽減するために、利水容量を事前に放流する。こ

の事前放流は利水者に損失を与える可能性があることから、その損害を補償す

ることにより、事前放流の円滑な推進を図る。

２．内容

事前放流した利水容量が対象とした洪水で回復せず、利水者に実損が生じた

場合、一定の基準に基づき公共費で利水者の実損額を補償する。

３．科目等

（項）河川総合開発事業費

（目）直轄堰堤維持費 ５．５／１０

（項）北海道河川総合開発事業費

（目）直轄堰堤維持費 ７／１０

（項）沖縄河川総合開発事業費

（目）直轄堰堤維持費 ９．５／１０

※事前放流を実施し、容量が回復せず利水者に実損を与えた場合補填する。

治水容量

利水容量

堆砂容量

治水容量

利水容量

堆砂容量

治水容量

利水容量

堆砂容量

事前放流量

治水容量

利水容量

堆砂容量

治水容量

利水容量

堆砂容量

事前放流量

治水容量

利水容量

堆砂容量

回復せず

治水容量

利水容量

堆砂容量

治水容量

利水容量

堆砂容量

回復せず

事前放流の実施



砂防関係事業の採択基準改正

（警戒避難体制との連携強化）

１．目的

土砂災害危険箇所の公表や土砂災害警戒情報の提供等のソフト対策の実施

とあわせて、砂防えん堤整備等のハード対策により避難場所を保全し、ハ

ード・ソフト一体となって効率的に土砂災害から地域を保全する。

２．内容

砂防えん堤等のハード施設の新規採択にあたっては、原則として当該ハー

ド施設整備によって被害が軽減される地域内において、土砂災害危険箇所の

公表等のソフト対策が実施済であることを義務付け。

あわせて、保全対象に避難場所を含む土砂災害危険箇所について、保全対

象が避難場所のみであっても採択できるよう事業制度を改正。

３．科目等

【治水特別会計】

（項）砂防事業費 （項）離島治水事業費

（項）北海道砂防事業費 （項）沖縄治水事業費

(目）砂防事業費補助 ５．５／１０、１／２等

（目）地すべり対策事業費補助 １／２等

【一般会計】

（項）急傾斜地崩壊対策等事業費

（項）北海道急傾斜地崩壊対策等事業費

(目)急傾斜地崩壊対策事業費補助 １／２



木曾川水系連絡導水路事業
（直轄河川総合開発事業）

１．目的
・ 異常渇水時において愛知県等における渇水被害を軽減するため、徳山ダムの

渇水対策容量に貯留した水を揖斐川から木曾川及び長良川に最大20m3/s導水

する。

・ 愛知県及び名古屋市において水道用水等を確保するため、徳山ダムで開発し

た水道用水等4.0m3/sを揖斐川から木曾川に導水する。

２．内容
・ 位置：呑口：岐阜県揖斐郡揖斐川町、吐口：岐阜県加茂郡坂祝町

・ 河川名：呑口：木曾川水系揖斐川、吐口：木曾川水系木曾川

・ 導水路延長：約４４ｋｍ

・ 総事業費：約９００億円

３．科目
（項）河川総合開発事業費
（目）直轄河川総合開発事業費

４．位置図

木曽川水系連絡導水路



鹿野川ダム改造事業
（直轄河川総合開発事業）

１．目的
・ 肱川流域の洪水被害の軽減、豊かで自然な流れを回復するため、既設鹿野川
ダム（肱川水系肱川）の改造を行うとともに、発電容量を振り替え、洪水調
節容量の増強、環境（不特定）容量の新設を行う。

２．内容
・ 位置：愛媛県大洲市肱川町山鳥坂

・ 河川名：肱川水系肱川

・ 改造事業内容：

貯水池容量の振り替えによる治水・環境（不特定）容量の増強、

トンネル洪水吐（新設 、利水放流施設（増設 、選択取水設備設置等） ）

・ 総事業費：約４２０億円

３．科目
（項）河川総合開発事業費
（目）直轄河川総合開発事業費

４．位置図

愛媛県

香川県

徳島県

高知県

鹿野川ダム



芋川地区直轄地すべり対策事業の新規着手
（新潟県長岡市、小千谷市、魚沼市、川口町）

１．目的

　新潟県中越地震により芋川流域においては、大規模な河道閉塞を含む　　

約１，８００箇所を超える斜面崩壊が発生し、激甚な被害が発生した。また、昨

年は中越地方で１９年ぶりの豪雪となり、その後の融雪出水等によって流域の

荒廃が進んだ。このため、直轄地すべり対策事業により、当該流域における集

中的かつ迅速な対策を講じようとするものである。

２．内容

　芋川地区において、直轄地すべり対策事業に新規着手し、対策工（抑

制工、抑止工）を施工する。平成１８年度は、調査設計を進めるととも

に、集水井、排水ボーリング等の工事を行う。

３．科目

　（項）砂防事業費

　　（目）直轄地すべり対策事業費

　　（目）砂防事業調査費

信濃川

魚野川

小
千
谷
市

信濃川

川口町

長岡市
（旧山古志村）

魚沼市
（旧堀之内町）

芋川流域

佐渡

楢木

芋川

長岡市
位置図

新潟県中越地震により
発生した主な地すべり

芋川

ならのき

震源地

写真箇所

集落
牛舎

地すべり

地すべり



「津波・高潮危機管理対策緊急事業」の創設

１．目的

米国ではハリケーンカトリーナに伴う高潮によりニューオーリンズ市のゼロメー

トル地帯が壊滅的な被害を受けたところである わが国においても 特に三大湾 東。 、 （

京湾、伊勢湾、大阪湾）のゼロメートル地帯等においては、一旦大規模な浸水被害

が生じると壊滅的な被害に結びつくことから、津波と同様に人命の優先的な防護が

喫緊の課題である。

したがって、津波及び高潮発生時における人命の優先的な防護の推進を目的とし

て、従来の津波危機管理対策緊急事業を高潮対策にも拡充するものである。

２．内容

一連の防護区域を有する海岸において、地方が作成する津波・高潮危機管理対策

緊急事業計画に基づき、５年以内に、以下の対策を総合的に推進する。

⑤津波情報提供施設の設置①水門の自動化・遠隔操作化等

②津波防災ステーションの整備 ⑥避難対策としての管理用通路の整備

⑦避難用通路の設置③堤防護岸の破堤防止

津波 ハザードマップ作成支援④ ・高潮

※ 高潮対策について拡充

３．科目

（項）海岸事業費

（目）津波・高潮危機管理対策緊急事業費統合補助

（目細）津波・高潮危機管理対策緊急事業費統合補助

４．補助率

１／２

避難用通路 水門等の遠隔操作化

堤防護岸の破堤防止

津波・高潮発生！

津波情報提供施設

津波防災ステーション

津波・高潮ハザードマップ
作成支援

避難用通路 水門等の遠隔操作化

堤防護岸の破堤防止

津波・高潮発生！

津波情報提供施設

津波防災ステーション

津波・高潮ハザードマップ
作成支援




